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もう放置しない！空家の適正管理をお願いします

　誰も住まなくなり、老朽化した危険な空家が全国

的に問題となっています。今金町においても、放置

され、適正な管理がなされていない空家が周囲に悪

影響を与えている事例が増加しています。空家は個

人の財産であり、適正な管理は所有者または管理さ

れている方の責務となっています。

　空家の現状と背景

　空家が増加する背景には、少子高齢化や人口減少などがあります。総務省統計局が発表した「住宅・

土地統計調査」によると、昭和 58 年以降の空家件数は増加傾向にあり、平成 30 年で全国の空家数は約

849 万件となっております。町でも同様に人口減少や少子高齢化は進展し、相続により空家を所有する

ことになった方、または経済的な理由などにより適正な管理が施されていない空家が目立ってきている

現状にあります。平成 30 年に実態調査を行った結果、今金町の空家数は 207 件でした。

　なぜ空家が問題なのか

　空家は所有者の財産です。そのため、適正な管理をしていれば問題になることはありません。しかし、

適正な管理が施されていないと、老朽化が進み、危険な状態となって地域住民の安全を脅かすことにな

ります。空家が放置されると雑草の繁茂のみならず、倒壊事故や屋根材等の飛散事故、害虫等の発生に

も繋がります。空家を所有または管理されている方は、定期的に草刈等を行い、建物等の損傷の有無に

ついてご確認ください。

　「特定空家等」に認定されないように、空家の適正管理をお願いします

　空家が原因となって、近隣や通行者の方に被害が発生した場合、所有者または管理されている方が損

害賠償責任を問われるおそれがあります。所有者の方には空家の適正な管理をお願いします。

・適正な管理とは？

　建物および敷地内の状態を健全に維持し、周辺の住民に迷惑をかけない状態のことです。

　（空家の空気の入れ替え、雑草の除去、庭木の剪定などを行い、空家を放置しておかないこと）

・所在を明らかにする

　遠方地への引越しや長期間家を空ける場合、隣近所や自治会、町内会などに連絡先を伝えておき、連

絡を取れるようにしておいてください。

・売却、賃貸について

　使い道のない空家は、売却や取り壊しについてもご検討ください。建物は使用していない期間が長い

ほど、資産価値が下がります。建物の老朽化が進む前に、不動産業者等へご相談ください。

　「空家・貸家・アパート・土地情報」について

　町では、空家・貸家等の情報をホームページに掲載することで、町内に住居を求めている方に情報提

供を行っています。北海道の開設する「空家情報バンク」ともリンクしていますので広く情報発信が可

能です。（不動産取引には関与しておりません。契約や交渉については所有者と希望者の２者間で行っ

てください）

　（写真出典　国土交通省）
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空家等対策の推進に関する特別措置法が施行されています
　平成 27 年５月に空家等対策の推進に関する特別措置法（以下、空家対策特措法）が施行されました。

この空家対策特措法により、放置され適正な管理が行われず、地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼ

す可能性がある「特定空家等」の所有者に対して、市町村長は必要な措置を講ずることができるように

なりました。

・措置の対象となる「特定空家等」とは？

①そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態

②著しく衛生上有害となるおそれのある状態

③適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態

④周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態

　これらのいずれかの要件を満たし、「特定空家等」に認められると所有者に対して、市町村長は空家

対策特措法に基づき、除去、修繕、立木の伐採、その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な処置

を講ずることができます。

　※代執行に要した費用は、所有者の負担となります。
　・「特定空家等」における固定資産税への税制上の措置

　空家対策特措法において上記「②勧告」の対象となった場合、「特定空家等」に係る土地には、住宅

用地に係る固定資産税の課税標準の特例措置（固定資産税の減免）の対象から除外されます。

「今金町空家等対策計画」を策定しました
　令和元年８月、本町においても、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施し、安心・安全に暮

らせるまちづくりの推進を目指し、空家等に関する対策について定めた「今金町空家等対策計画」を策

定しました。本計画は、町のホームページで閲覧することができます。

　「今金町空家等対策計画」の概要
１　計画策定の目的
　・今後の空家等対策の施策を総合的かつ計画的に実施するため
　・安心・安全に暮らせるまちづくりを推進するため
２　計画の位置付け
　・空家等対策の推進に関する特別措置法第６条第１項に規定する「空家対策計画」
　・空家等対策の推進に関する特別措置法第５条に規定する国の基本方針に即して策定する計画
３　計画期間
　・令和元年度～令和５年度（５年間）
４　計画対象地区
　・今金町全域
５　対象とする空家等の種類
　・空家等対策の推進に関する特別措置法で規定する「空家等」及び「特定空家等」

【問合せ】まちづくり推進課　広報防災グループ　☎ 82-0111

・「特定空家等」に対して講ずることができる措置とは？

①　助言又は指導

　　所有者等が自らの意思による改善を促す措置。

②　勧告

　　助言又は指導をしたが、改善が認められないときには、

　　必要な措置をとることを勧告。

③　命令

　　正当な理由なく、勧告に係る措置をとらなかった場合、

　　勧告に係る措置をとることを命令することができる。

※命令に違反した者は、50 万円以下の過料が科せられます。

④　代執行

　　①～③の措置を履行しても十分な処置が見込めない場合には、

　　行政代執行に従い、伐採、解体等代執行することができる。

　

　（写真出典　国土交通省）


